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第４次 第５次

109,652 109,652 0 0

1 総
消防出初式
の実施

消防力の現況と活動
内容を広く市民に周
知し、防火思想の普
及を図る。

市内在
住市民

政
策

223
目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

1
消防出初式
の実施

消防出初式実
施

実施回数 実施回数 １回 223
消防出初式実
施

実施回数 実施回数
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

2 総
儀式及び渉
外に関する
事務

関係機関との情報交
換により、連携を深
め、相互理解を図
る。

県外・
県内消
防本部

内
部

64
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

有り 維持

2
儀式及び渉
外に関する
事務

他都市からの
行政視察の対
応

行政視察の適
切な対応割合

１００％ １００％ 0
他都市からの
行政視察の対
応

行政視察の適
切な対応割合

１００％ 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22 再任用職員等の活用 維持

2
儀式及び渉
外に関する
事務

消防慰霊祭に
伴う連絡調整

消防慰霊祭の
開催時期

１回 １回 64
消防慰霊祭に
伴う連絡調整

消防慰霊祭の
開催時期

１回 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22 再任用職員等の活用 維持

2
儀式及び渉
外に関する
事務

神奈川県消防
殉職者遺族会
の連絡調整

適正な事務処
理の割合

１００％ １００％
神奈川県消防
殉職者遺族会
の連絡調整

適正な事務処
理の割合

１００％ 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22 再任用職員等の活用
予算
なし

2
儀式及び渉
外に関する
事務

消防行政の功
績者に対する
叙勲の上申

適正な事務処
理の割合

１００％ １００％
消防行政の功
績者に対する
叙勲の上申

適正な事務処
理の割合

１００％ 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22 再任用職員等の活用
予算
なし

3 総
表彰に係る
事務

消防行政の発展や消
防活動に協力した市
民を表彰し、防火意
識の高揚を図る。

表彰に
該当す
る市民

政
策

21
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

3
表彰に係る
事務

表彰者の推
薦、表彰式典
の開催

表彰対象案件
に対する適正
な事務処理の
割合

１００％ １００％ 21
表彰者の推
薦、表彰式典
の開催

表彰対象案件
に対する適正
な事務処理の
割合

１００％ 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22 再任用職員等の活用 維持

4 総
全国消防長
会等の連絡
調整

消防業務の調査研
究、情報の共有化及
び相互応援体制等の
拡充

職員
内
部

577
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

有り 維持

4
全国消防長
会等の連絡
調整

全国、県消防
長会等の連絡
調整

適正な事務処
理の割合

１００％ １００％ 454
全国、県消防
長会等の連絡
調整

適正な事務処
理の割合

１００％ 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22 再任用職員等の活用 維持

4
全国消防協
会等の連絡
調整

全国消防協会
等に関する連
絡調整

適正な事務処
理の割合

１００％ １００％ 123
全国消防協会
等に関する連
絡調整

適正な事務処
理の割合

１００％ 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22 再任用職員等の活用 維持

5 総
職員の配置
替に係る事
務

職員の適正配置によ
り、組織の活性化を
図る。

職員
内
部

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

5
職員の配置
替に係る事
務

職員の配置替
えの実施

適正な事務処
理の割合

１００％ １００％
職員の配置替
実施

適正な事務処
理の割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

5
職員の配置
替に係る事
務

自己申告調査
の実施及び集
計

適正な事務処
理の割合

１００％ １００％
自己申告調査
の実施及び集
計

適正な事務処
理の割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

6 総

消防職員の
採用、退職
及び再任用
に係る事務

消防職員定数を調査
検討し、人員の適正
化を図る。

受験
者・退
職職員

内
部

139
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 5 消防職員採用
現状維

持
なし 維持

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

消防総務課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

消防総務課
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第４次 第５次

109,652 109,652 0 0
目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

消防総務課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

消防総務課

6

消防職員の
採用、退職
及び再任用
に係る事務

採用試験の実
施に併せイン
ターンシップ
の実施

採用人員数 ４人 ４人 139

採用試験の実
施に併せイン
ターンシップ
の実施

採用人員数 ９人 5 消防職員採用
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

6

消防職員の
採用、退職
及び再任用
に係る事務

退職者事務手
続に係る連絡
調整

適正な事務処
理の割合

１００％ １００％
退職者事務手
続に係る連絡
調整

適正な事務処
理の割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

6

消防職員の
採用、退職
及び再任用
に係る事務

消防職員再任
用の調査及び
検討

適正な事務処
理の割合

１００％ １００％
消防職員再任
用の調査及び
検討

適正な事務処
理の割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7 総
消防職員の
分限に係る
事務

公務能率を維持し、
効率的な職務の運営
確保を図る。

該当す
る職員

内
部

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

7
消防職員の
分限に係る
事務

職員の降任、
免職、休職、
降給及び懲戒

該当案件に対
する適切な事
務執行の割合

１００％ １００％
職員の降任、
免職、休職、
降給及び懲戒

該当案件に対
する適切な事
務執行の割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7
消防職員の
分限に係る
事務

消防職員の分
限及び懲戒に
伴う消防職員
考査委員会開
催

該当案件に対
する委員会の
開催率

１００％ １００％

消防職員の分
限及び懲戒に
伴う消防職員
考査委員会開
催

該当案件に対
する委員会の
開催率

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8 総

消防職員の
昇任、昇格
及び昇級に
係る事務

職務遂行の意識の高
揚を確保し、行政
サービスの向上を図
る。

該当す
る職員

内
部

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 4
消防職員の人
事評価システ
ム

現状維
持

なし
予算
なし

8

消防職員の
昇任、昇格
及び昇級に
係る事務

職員の昇任等
に係る事務

該当案件に対
する適切な事
務執行の割合

１００％ １００％
職員の昇任等
に係る事務

該当案件に対
する適切な事
務執行の割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8

消防職員の
昇任、昇格
及び昇級に
係る事務

消防職員の人
事評価システ
ムの適正化

該当案件に対
する適切な事
務執行の割合

１００％ １００％
消防職員の人
事評価システ
ムの適正化

該当案件に対
する適切な事
務執行の割合

１００％ 4
消防職員の人
事評価システ
ム

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

9 総

消防職員の
勤務条件及
び服務に係
る調整

業務の効率性と勤務
の特殊性を考慮し、
勤務時間、休暇等の
調整を図る。

職員
義
務

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

9

消防職員の
勤務条件及
び服務に係
る調整

職員の勤務時
間及び休暇等
に係る調整

該当案件に対
する適切な事
務執行の割合

１００％ １００％
職員の勤務時
間及び休暇等
に係る調整

該当案件に対
する適切な事
務執行の割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

9

消防職員の
勤務条件及
び服務に係
る調整

職員の服務に
関する調整

該当案件に対
する適切な事
務執行の割合

１００％ １００％
職員の服務に
関する調整

該当案件に対
する適切な事
務執行の割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

10 総

消防職員の
給与等の支
給に係る調
整

消防職員の給料及び
諸手当の管理及び連
絡調整。

職員
内
部

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

10

消防職員の
給与等の支
給に係る調
整

給料、期末勤
勉手当等の支
給に係る連絡
調整

連絡調整回数 年１４回 年１４回

給料、期末勤
勉手当等の支
給に係る連絡
調整

連絡調整回数 年１４回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

10

消防職員の
給与等の支
給に係る調
整

諸手当の支給
認定、時間外
手当等の効率
的な執行及び
調整管理

時間外勤務に
係る事務の処
理回数

月１回 月１回

諸手当の支給
認定、時間外
手当等の効率
的な執行及び
調整管理

時間外勤務に
係る事務の処
理回数

月１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

10

消防職員の
給与等の支
給に係る調
整

市町村職員共
済組合に関す
る連絡調整

総会の開催回
数

年１回 年１回
市町村職員共
済組合に関す
る連絡調整

総会の開催回
数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

消防総務課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

消防総務課

11 総
職員の出張
命令及び旅
費の管理

予算枠の中で業務遂
行のために必要とす
る出張を検討し、各
課との調整を図る。

職員
内
部

4,495
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

有り 維持

11
職員の出張
命令及び旅
費の管理

職員の出張に
係わる各課と
の協議及び連
絡調整

適正な事務処
理の割合

１００％ １００％

職員の出張に
係わる各課と
の協議及び連
絡調整

適正な事務処
理の割合

１００％ 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22 再任用職員等の活用
予算
なし

11
職員の出張
命令及び旅
費の管理

職員の出張に
伴う旅費の管
理

適正な事務処
理の割合

１００％ １００％ 4,495
職員の出張に
伴う旅費の管
理

適正な事務処
理の割合

１００％ 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22 再任用職員等の活用 維持

12 総
職員の健康
管理事業

定期健康診断及び特
殊勤務の従事に伴う
健康診断を実施し、
職員の健康確保を図
る。

職員
義
務

4,236
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 拡大 なし 維持

12
職員の健康
管理事業

定期健康診断
及び特殊勤務
の従事に伴う
健康診断の実
施

健康診断の実
施回数

３回 ３回 3,945

定期健康診断
及び特殊勤務
の従事に伴う
健康診断の実
施

健康診断の実
施回数

３回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

12
職員の健康
管理事業

感染予防対策
の予防接種の
実施

予防接種の実
施回数

２回 ２回 291
感染予防対策
の予防接種の
実施

予防接種の実
施回数

２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

13 総
消防職員教
育研修に係
る事務

職員の知識技術を研
鑽し資質の向上に努
めるため実施する。

職員
義
務

4,673
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 拡大 なし 維持

13
消防職員教
育研修に係
る事務

新採用職員の
消防学校初任
教育課程研修
への派遣

研修派遣人員 ９人 ９人 2,232

新採用職員の
消防学校初任
教育課程研修
への派遣

研修派遣人員 ４人
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

13
消防職員教
育研修に係
る事務

消防学校各種
専科教育課程
への職員派遣

研修派遣人員 ２７人 33人 1,123
消防学校各種
専科教育課程
への職員派遣

研修派遣人員 24人
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

13
消防職員教
育研修に係
る事務

消防大学校へ
の職員派遣

研修派遣人員 ５人 ５人 928
消防大学校へ
の職員派遣

研修派遣人員 ４人
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

13
消防職員教
育研修に係
る事務

各種資格取得
研修及び講習
会等への職員
派遣

研修派遣人員 ２１人 31人 390

各種資格取得
研修及び講習
会等への職員
派遣

研修派遣人員 25人
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

14 総
各種届出書
の審査及び
受理

事故報告及び市有物
件損壊報告受領

該当職
員

義
務

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

14
各種届出書
の審査及び
受理

各種届出書審
査受理

届出に対し適
切に受理した
割合

１００％ １００％
各種届出書審
査受理

届出に対し適
切に受理した
割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

15 総
安全衛生委
員会の開催

職場の環境状況で施
設設備及び勤務条件
について、職員から
の意見を聴取して快
適な職場作りをめざ
す。

職員
義
務

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

15
安全衛生委
員会の開催

安全衛生委員
会の開催に伴
う事務

適正な事務処
理の割合

１００％ １００％
安全衛生委員
会の開催に伴
う事務

適正な事務処
理の割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

16 総
消防職員の
福利厚生事
業

福利厚生の実施によ
り、職員の健康増進
の向上を図る。

職員
義
務

1,906
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

有り 維持
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活動
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活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
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（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成
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予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位
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21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

消防総務課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

消防総務課

16
消防職員の
福利厚生事
業

茅ヶ崎市消防
共済会による
福利厚生事業
の実施

適正な事務処
理の割合

１００％ １００％ 1,906

茅ヶ崎市消防
共済会による
福利厚生事業
の実施

適正な事務処
理の割合

１００％ 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22 再任用職員等の活用 維持

17 総
消防職員委
員会に係る
事務

職員からの提案意見
を委員会で協議し、
職場環境の改善及び
向上を図る。

職員
義
務

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

17
消防職員委
員会に係る
事務

消防職員委員
会の開催に伴
う事務

該当案件に対
し適切に委員
会を開催した
割合

年1回 年1回
消防職員委員
会の開催に伴
う事務

該当案件に対
し適切に委員
会を開催した
割合

年1回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

18 総
公務災害の
補償事業

公務災害の発生によ
る負傷等の保障をす
るため

職員・
消防団
員及び
市民

義
務

0
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし 維持

18
公務災害の
補償事業

公務災害の認
定請求に伴う
事務

該当案件に対
し適切に事務
執行した割合

１００％ １００％
公務災害の認
定請求に伴う
事務

該当案件に対
し適切に事務
執行した割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

18
公務災害の
補償事業

茅ヶ崎市消防
償慰金条例に
伴う事務

該当案件に対
し適切に事務
執行した割合

１００％ １００％ 0
茅ヶ崎市消防
償慰金条例に
伴う事務

該当案件に対
し適切に事務
執行した割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

19 総
部内文書及
び公印の管
理

部内の業務を円滑に
遂行するため、文書
管理の統一性の確保
を図る。

職員
義
務

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

有り 22
予算
なし

19
部内文書及
び公印の管
理

消防到達文書
の収受及び配
布

到達文書の収
受及び配布日
数

２４３日 ２４３日
消防到達文書
の収受及び配
布

到達文書の収
受及び配布日
数

２４３日 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 再任用職員等の活用
予算
なし

19
部内文書及
び公印の管
理

文書の保存及
び廃棄

文書の廃棄回
数

年２回 年２回
文書の保存及
び廃棄

文書の廃棄回
数

年２回 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 再任用職員等の活用
予算
なし

19
部内文書及
び公印の管
理

文書庫の管理
及び文書保管

文書の引継回
数

年１回 年１回
文書庫の管理
及び文書保管

文書の引継回
数

年１回 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 再任用職員等の活用
予算
なし

19
部内文書及
び公印の管
理

公印の管理
公印の適切な
使用割合

１００％ １００％ 公印の管理
公印の適切な
使用割合

１００％ 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 再任用職員等の活用
予算
なし

20 総
消防用財産
の管理

消防施設・設備・物
品の維持管理を適切
に行うとともに、計
画的な保全体制を確
立する

職員及
び市民

施
管

76,341
適正に事務を行って
おり効果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

20
消防用財産
の管理

消防施設、消
防用設備及び
用地の維持管
理

施設の維持管
理に伴う事務
を適正に執行
した割合

１００％ １００％ 23,019

消防施設、消
防用設備及び
用地の維持管
理

施設の維持管
理に伴う事務
を適正に執行
した割合

１００％ 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22 再任用職員等の活用 維持

20
消防用財産
の管理

公共施設長寿
命化推進のた
めの施設大規
模修繕

改修工事に伴
う事務を適正
に執行した割
合

１００％ １００％ 48,176

公共施設長寿
命化推進のた
めの施設大規
模修繕

改修工事に伴
う事務を適正
に執行した割
合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

20
消防用財産
の管理

法に基づく安
全基準による
施設の点検・
整備に係る委
託契約

施設の点検・
整備に関する
事務を適正に
執行した割合

１００％ １００％ 1,366

法に基づく安
全基準による
施設の点検・
整備に係る委
託契約

施設の点検・
整備に関する
事務を適正に
執行した割合

１００％ 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

20
消防用財産
の管理

消防庁舎の専
門清掃に係る
委託契約

契約に関する
事務を適正に
執行した割合

１００％ １００％ 3,780
消防庁舎の専
門清掃に係る
委託契約

契約に関する
事務を適正に
執行した割合

１００％ 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持
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③
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③
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20
消防用財産
の管理

消防部の備品
一覧表作成に
よる管理状況
の把握

事務を適正に
執行した割合

１００％ １００％

消防部の備品
一覧表作成に
よる管理状況
の把握

事務を適正に
執行した割合

１００％ 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22 再任用職員等の活用
予算
なし

21 総
消防訓練施
設整備事業

消防職員及び消防団
員が消防活動に必要
な技術を習得するた
めの訓練施設を建設
する。

職員及
び消防
団員

政
策

消防訓練施
設整備事業 2

消防訓練施設
整備事業

未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す

21
消防訓練施
設整備事業

公共施設整
備・再編計画
に基づく消防
訓練施設の建
設

検討会議等の
回数

３回 2
消防訓練施設
整備事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

22 総
消防職員へ
の被服の貸
与

消防職員及び消防団
員の規律ある服制を
定めるため、消防職
員団員服制基準及び
本市規則に基づき被
服を貸与する

職員及
び消防
団員

義
務

15,146
適正に事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

有り 維持

22
消防職員の
被服の貸与

消防職員への
被服の貸与

貸与回数 年１回 年１回 15,146
消防職員への
被服の貸与

貸与回数 年１回 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22 再任用職員等の活用 維持

23 総

消防部事務
の改善・消
防組織の改
革

消防事務の改善及
び、消防組織の改革
を進め、効率的な事
務執行が行われるよ
うにする

職員
内
部

771
適正に事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし 維持

23

消防部事務
の改善・消
防組織の改
革

消防部事務の
改善を含む事
業の実施

事務を適正に
執行した割合

１００％ １００％ 771
消防部事務の
改善を含む事
業の実施

事務を適正に
執行した割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

23

消防部事務
の改善・消
防組織の改
革

消防組織の改
革及び事務改
善による事務
の効率化

該当案件に対
し適切に対応
した割合

１００％ １００％

消防組織の改
革及び事務改
善による事務
の効率化

該当案件に対
し適切に事務
執行した割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

23

消防部事務
の改善・消
防組織の改
革

統一性のある
業務を行うた
めの勤務体系
の異なる消防
署との連携

該当案件に対
し適切に対応
した割合

１００％ １００％

統一性のある
業務を行うた
めの勤務体系
の異なる消防
署との連携

該当案件に対
し適切に事務
執行した割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

24 総
消防力の再
編

消防力の強化を目標
として、限られた人
員の有効活用及び人
材育成のための兼務
体制を検討する

職員
内
部 1 消防力の再編

現状維
持

なし
予算
なし

24
消防力の再
編

消防力の強化
に向け、車両
資機材整備計
画と連動した
機能的な兼務
体制を検討す
る

検討会議等の
実施回数

年５回 1 消防力の再編
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

25 総
市町村消防
の広域化に
関する検討

消防組織法の改正に
伴い、国・県が推進
する広域化につい
て、対象自治体とし
て広域化の課題と効
果を検証する

職員・
他市町
職員

内
部

継続した検討により
今後成果が見込め
る。

Ａ 3
市町村の消防
の広域化に関
する検討

現状維
持

なし
予算
なし

25
市町村消防
の広域化に
関する検討

消防広域化に
関する研究
会・専門部会
における課題
及び効果の検
証

研究会・専門
部会開催回数

年６回 ３回

消防広域化に
関する研究
会・専門部会
における課題
及び効果の検
証

研究会・専門
部会開催回数

年５回 3
市町村の消防
の広域化に関
する検討

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

25
市町村消防
の広域化に
関する検討

理事者に対す
る検討内容の
報告

報告回数 ３回 ４回
理事者に対す
る検討内容の
報告

報告回数 2回 3
市町村の消防
の広域化に関
する検討

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

26 総

条例、規
則、規程、
要綱の制定
及び改廃

消防業務を実施する
にあたり、法律等の
改正に伴い、あるい
は政策的に実施する
業務等について規定
する

職員
内
部

適正に事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし
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109,652 109,652 0 0
目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

消防総務課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

消防総務課

26

条例、規
則、規程、
要綱の制定
及び改廃

条例、規則等
の整備

事務を適正に
執行した割合

１００％ １００％
条例、規則等
の整備

条例、規則等
の整備実施期
限

平成２２
年３月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

27 総
消防補助事
業

消防施設・設備の整
備に係る国・県の補
助事業に関し、事業
を精査し、適正な補
助基準額と入札額を
算出する

職員
内
部

適正に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

27
消防補助事
業

補助事業の精
査及び計画
書・申請書の
提出

事務を適正に
執行した割合

１００％ １００％

補助事業の精
査及び計画
書・申請書の
提出

事務を適正に
執行した割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

27
消防補助事
業

実績報告書の
作成

事務を適正に
執行した割合

１００％ １００％
実績報告書の
作成

事務を適正に
執行した割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

28 総
消防広報及
び広聴

消防行政を広く周知
するとともに、消防
に対する市民の意見
を聴取する

職員
内
部

目標とした期限まで
に事務を行い成果が
出ている。

Ａ 現状維
持

有り
予算
なし

28
消防広報及
び広聴

消防に関する
陳情及び要望
への対応

該当案件に対
して事務を適
正に執行した
割合

１００％ １００％
消防に関する
陳情及び要望
への対応

該当案件に対
して事務を適
正に執行した
割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

28
消防広報及
び広聴

消防年報・消
防防災現況調
査等の作成

事務を適正に
執行した割合

１００％ １００％
消防年報・消
防防災現況調
査等の作成

事務を適正に
執行した割合

１００％ 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22 再任用職員等の活用
予算
なし

29 総
消防フェス
ティバルの
実施

消防業務や消防力の
現況を広く市民に周
知し、防火・防災意
欲の啓発を図る。

市内在
住市民

政
策

1,060
計画どおりに開催
し、成果が出てい
る。

Ａ 6
消防フェス
ティバルの開
催

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

29
消防フェス
ティバルの
実施

消防フェス
ティバルの実
施計画の検討
及び開催

開催回数
（実施時期）

１回
（11
月）

１回
（11
月）

1,060
消防フェス
ティバルの開
催

開催回数
（実施時期）

１回
（11
月）

6
消防フェス
ティバルの開
催

可
必
要

不
可

不
可

有 有り 22
再任用職員等の活
用、関係団体と連携
して実施

維持


